


様式５

〔事業根拠法令等：  河川法第９条    〕

(1) 事業目的

(2) 事業内容

築堤　6,810ｍ3、　掘削　173,380ｍ3、　護岸　31,270ｍ2

(3) 整備目標等

治水安全度： 1/ 50

E＝B+C+D

  国庫 　

  県 　

(1) 事業の進捗状況

 ア 整備効果の発現状況

 イ 未着工及び工事遅延等の理由並びに解決の見通し

ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業計画の変更の有無及び内容

ａ . ｂ . ｃ

大規模公共事業　再評価調書
令和2年7月9日作成

工事
着手

市町村

[ 治水基準点 ： 北上川合流点 ]

広域河川改修事業

地区名一級河川北上川水系木賊
とくさがわ

川

H17年度S61

補助・単独 県土整備部河川課

盛岡市、滝沢市

担当部課名

R9

事業名

(0.0)(918.8)

中項目評価

・治水手法は、流域特性や土地利用状況等を考慮し「河川改修＋遊水地＋分水路」とし、分水路の整備に
あたっては、平成19年度に「緊急対策特定区間」に設定して重点的に予算配分を図り整備を進めた結果、
平成24年度に分水路が完成し、盛岡市みたけ地区及び滝沢市穴口地区において平成14年度と同規模の洪水
による被害を解消できる整備効果の発現がなされた。
・今後「遊水地」の建設、本川の「河川改修」と順次実施し、段階的に治水安全度の向上を図ることとし
ている。

(1,899.5)

路線名等

Ｂ  H30年（うち用地費）

39.3%

（S61年） （H27年）

（うち用地費） （うち用地費）

　

(0.0)

H9年度

当初全体計画期間

D

R1年

前回再評価時全体計画期間

 C

用地
着手

今回再評価時全体計画期間

財　　源

R2年

事業計
画期間

事
業
費

5,095.0

評　価

○中項目評価が「b」、「b」であることから、大項目評価は「BB」とした。

・事業期間の延伸（S61～R9 → S61～R19)

(1,899.5)

2,703.0

～

  S61年～

当初計画
総事業費

R19
事業
着手

S61年度

　

13,748.016,530.0

事

業

の

進

捗

状

況

等

事
 
業
 
概
 
要

○解決すべき課題
・元々農業用水路であり、断面が狭小で流下能力が不足している。
・近年も洪水被害が発生しており、地元自治会や地元盛岡市、滝沢市からも事業の推進についての強い要
望がある。
・河川改修事業の予算が縮減傾向にあることから、早期に事業効果を発現させるため、段階的に整備を進
め、当面の目標を近年最大洪水である平成14年度と同程度の洪水による被害の解消を図ることとし、分水
路に着手し平成24年度に完成し供用を開始している。
・今後、遊水地の建設、その後、本川の河川改修と順次実施し、段階的に治水安全度の向上を図ることと
している。
・流域住民の生命財産を守るため、河川改修工事が必要である。
○整備によって得られる効果
　本事業により、50年に1度の確率による降雨で発生すると考えられる洪水被害からの解消が図られる。

（R2年）A

2,703.0(918.8)

①理由：事業期間の延伸は、県内に多発する洪水被害への緊急対応等への予算の重点的な配分及び近年の
社会経済情勢から河川改修事業費が減少傾向にあることによるものである。
②解決の見通し（難易度）：予算の重点的な配分など、本事業の進捗を阻害する要因はあるが、整備目標
である50年に1度の確率による降雨対応を段階的に推進し、早期の整備効果の実現を図っていく。
③解決までの対応及び期間：令和19年度までに50年に1度の確率による降雨規模に対する改修を推進する。
「遊水地+分水路+本川改修」を柱とする本事業は、H24年5月の分水路完成により現況流下能力が1/1程度か
ら1/5程度に向上しており、第2遊水地の完成により1/10程度、第1遊水地完成後には1/30程度と段階的に治
水効果を上げる計画である。また、事業推進が図られるまでの洪水に備え、盛岡市や滝沢市、地域住民に
対し、河川の水位観測情報や市長へのホットラインの伝達などのソフト対策を行っていく。

○中項目評価は、近年の社会経済情勢による予算の縮減や、県内に多発する洪水被害への緊急対応等への
予算の重点的な配分など、本事業の進捗を阻害する要因はあるものの、一定の期間等を要することにより
解決できる見込みであり、竣工の見通しがあることから「b」とした。

○中項目評価は、変更の内容が施工区間や主要な工事内容の変更ではなく、事業期間に関する変更であ
り、大幅な変更ではないため「b」とした。

ＡＡ ・ Ａ ・ ＢＢ ・ Ｂ ・ Ｃ

全体計画延長6,000ｍ[河川改修4,400ｍ、分水路1,600ｍ（分水路工1,300ｍ、諸葛川改修300ｍ）、遊水地31.0ha]

中項目評価

前回
再評価時
総事業費

今回
再評価時
総事業費

事　業　費　の　状　況　[百万円]

投資事業費 進捗率

Ｆ＝E/A

130.0 5,406.0181.013,748.0

(Ｈ13)

(5,108.0)



(1) 事業に関する社会経済情勢

 ア 全国の状況

　

 イ 本県内の状況

 ウ 施工地区における状況

　

 ａ . ｂ . ｃ

(2) 事業に関する評価指標の推移

　 備　考

　

鉄道、市道

指標：河川整備率

　

※１（想定氾濫被害額が増加した理由）

浸水想定区域における世帯数が増加したため。

※２（過去10年間の水害被害実績が減少した理由）

過去10年間では、平成22年9月洪水のみ対象となるため。

※３（費用便益比Ｂ／Ｃが増加した理由）

想定氾濫被害額の増加により便益（Ｂ）が増加したため。
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(6,708百万円) 

5
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70

1

(19百万円) 

2

(2回) 

0

(無)
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(有)
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(417百万円) 

3

(3回) 
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(有)
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(14%) 

(有)
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(今回評価時/前回評価時)
96％

0
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0
40

(12.5) 

5

(あり)

※２
H22

※３

民間宅地開発、
公共下水道事業

40

(16.5) 

5

(あり)

0

(なし)

89

0

(なし)

93

(有)

2

熟
度

地元の要望 5

地元の協力

流下能力比
2

(14%) 

25

(2.7) 

5

(あり)

0

(なし)

評点（A）
配点

中項目評価

評点

増減今回再評価時

評点（B）

15

・平成23年3月11日の東日本大震災による津波により、沿岸域で6千名弱の死者・行方不明者など、甚大な被害を
被っている。また、近年では、平成28年8月の閉伊川（宮古市）、小本川（岩泉町）、平成25年7月の砂鉄川（一関市）、
8月の岩崎川（矢巾町）及び雫石川（雫石町）、9月の松川（盛岡市）及び馬淵川（二戸市）等の洪水、平成23年6月の
和賀川（西和賀町）の洪水、平成22年7月の北上川(岩手町)の洪水、平成19年9月の岩崎川（矢巾町）の洪水により各
河川沿川で大規模な浸水被害が発生していることから、河川・海岸など防災事業に対する関心度が依然として高
まっており、効果的な事業の進捗に努める必要がある。
・県では、近年洪水被害が発生した河川等について重点的に整備している。当面の整備目標は、過去の被災流量
相当の洪水被害から地域を守ることとし、段階的整備により治水安全度の向上を図ることとしている。
・ハード対策とともにソフト対策として、住民の迅速かつ円滑な避難を促進し尊い人命を守るため、水位計や監視カメ
ラの設置、ホームページや携帯電話による洪水情報の提供、浸水想定区域図の作成、市町村へのハザードマップの
作成支援を行っている。事業箇所においては、地域の洪水情報に関する広報を配布するなど、県民に対する防災意
識の啓発に努めている。

評価指標

必
要
性

防護人口

輸送施設

5

公共施設・弱
者施設

事業着手時

0

(B)-(A)

※１

病院、高校、中学
校、小学校

0

0

○中項目評価は、全国または本県において、河川改修事業のあり方
についての議論や見直しの検討がないことから「a」とした。

・当事業区間は、近年では、平成14年、17年、19年、22年と洪水被害を受けており、地域住民の治水事業に
対する関心も非常に高く、地元自治会や盛岡市、滝沢市などからも早期改修について知事への要望が行われ
ている。ソフト対策として、重点監視箇所に水位計や監視カメラを設置しており、沿川住民の洪水被害に対
する意識の啓発が図られている。

・平成23年3月11日の東日本大震災による津波や、平成30年6,7月に西日本を中心に発生した集中豪雨及び令
和元年10月の台風第19号にみられるように、自然災害により尊い人命や家屋等の財産が甚大な被害を受けて
いる。このようなことから、着実にハード整備を進めるとともに、ハザードマップの作成や避難路の確保
等、ソフト対策の充実などにより、流域住民の意識啓発に努めていく必要がある。
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5
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※２
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 ○ 費用便益分析

（単位：百万円）

①建設費

②維持管理費

　

③総費用 (C)　①+②

④被害軽減の便益
⑤残存価値

⑥総便益 (B)　④+⑤

費用便益比 (B/C)　　⑥／③

         

○中項目評価は、各評価指標の合計が、前回再評価時の90%以上であることから「a」とした。

ａ . ｂ . ｃ

(3)　自然環境等の状況及び環境配慮事項

 ア 動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全指針による保全区分

・岩手県自然環境保全指針による保全区分

・希少野生動植物生息の有無

・埋蔵文化財包蔵地の有無 　

・その他特記事項 （岩手県自然保護指針による保全区分では一部Ａであるが、区分Ａの区域では環境調査

も実施しており、希少動植物が確認されている。その他の区間では、区分Ｃ，Ｅとなっている。）

 イ 環境配慮事項及び環境等への配慮に要する事業費

・振興局公共事業等に係る希少野生動植物調査検討委員会への付議状況　

　

　

ａ . ｂ . ｃ

○評価は、中項目の評価がいずれも「a」であることから、大項目評価は「ＡＡ」とした。

中項目評価

16.5

○中項目評価は、自然環境保全指針の「優れた自然」の保全区分毎の保全方向に沿って積極的な対応をして
いることから「a」とした。

2.7

 ○ 関連する開発プロジェクト等の状況

・牧野林・穴口地区宅地開発事業(民間、平成16年度～令和5年度完了予定、開発面積29.8ha)
・盛岡市公共下水道事業（盛岡市、昭和62年度～令和6年度完了予定、木賊川関連地区298.0ha）

Ａ、Ｃ、Ｅ

なし

中項目評価

あり

12.5

社

会

経

済

情

勢

等

の

変

化

便
益
項
目

14,138

38,078

15,824

評　価

197,628

　費用便益分析手法:　治水経済調査マニュアル（案）平成17年4月　国土交通省河川局

 事業着手時

(基準年：昭和61年度)

区　　　分

37,422

656 392

258,705

13,986 15,721

12,520

503

・ＡＡ Ｃ・ ・Ａ

①主な助言内容
・動植物の生育基盤となる生態系を保全するため、可能な限り現況環境との保全・復元を図ること。
・遊水地計画地内で確認された希少動植物種を保護すること。
・希少野生動物の生育環境との共生を図り、生殖生育活動への影響を低減・回避すること。
②対応状況
・環境検討委員会の意見を踏まえ、事業実施における周辺環境への影響は可能な限り低減させることとしてい
る。
・平成24年度に木賊川遊水地及び周辺の環境調査を行い、希少種等の生息状況を把握するとともに保全方法等に
ついて岩手県立大学をはじめ関係機関から助言・指導をいただいている。
・前回実施した環境調査のフォローアップを行うため、今年度環境調査を行う予定としている。（現在までの環
境調査費用  80百万円）

前回
再評価時

費
用
項
目

 Ｂ

付議している

(基準年：平成27年度)

258,313197,125

1,466

今回
再評価時

(基準年：令和2年度)

14,032

1,6891,686



(1) コスト縮減対策の実施状況及び今後の可能性

①代替案として考えられる他の事業手法・工法の比較検討結果

②今後における代替案立案の可能性

(1) 総合評価

評点

BB AA 89

〇総合評価に係るコメント

　

39.3%

参考

b a

社会経済 評価指標 自然環境

(1)事業進捗状況

B/C

コ
ス
ト
縮
減
対
策
及
び
代
替
案
立
案
の
可
能
性

（事業継続、見直し継続、休止、中止）

・

・遊水地配置設計において、遊水地部の掘削により発生する残土量約20万ｍ3の低減を図る計画へ見直し、
残土運搬処理費用等のコスト縮減が図られた。　　縮減額：C=600百万円
・今後行う工事においても、コスト縮減のための取組みを推進していく。

(2) 代替案立案の可能性

事業継続
要 検 討

総

合

評

価

・木賊川沿川には、家屋や資産が集中しており洪水氾濫が起きた際には甚大な被害が発生することから、引
き続き未着手となっている遊水地、河川改修を進め、治水対策の着実な推進を図っていく必要がある。
・「事業の進捗状況等」については、事業の期間を10年間延長したが事業内容に変更は無く、一定の期間を
要することにより、解決する見込みととなっており、「社会経済情勢等の変化」については、「事業に関す
る社会経済情勢」、「評価指標」、「自然環境等の状況」に関して大きな変化が見られないことから、大項
目の評価は「ＢＢ」及び「ＡＡ」であり、総合評価（対応方針案）を｢事業継続｣とした。
・なお、評価基準年以降の総費用、総便益により算出したＢ/Ｃ（残事業Ｂ/Ｃ）は15.8となる。

13,748 16.5

進捗率
(％)

b

(2)社会経済情勢

a aH61 R19 5,406.0

・「河川改修」案のみでは約130戸の家屋移転が生じることになり、地域社会へ与える影響が大きく、
また、経済性でも劣るため、現計画の「河川改修＋遊水地＋分水路」が適当であると判断される。

・現時点で予想される社会・自然環境等の大きな変化はないため、代替案立案の可能性はない。

計画変更進捗状況

中　止

（事業名)広域河川改修事業　木賊川
着手
年度

完了予
定年度

事業費
(百万円)

投資
事業費
(百万円)

総合評価
（対応方針案）

・
　



様式５

１ 現在までの事業の経緯等

昭和61年度 国庫補助による事業採択

平成 9年度 工事全体計画の認可

平成16年度 河川整備計画の認可

２ 事業を取り巻く社会経済情勢等の変化の具体的説明

（近年の浸水被害）

床下浸水 99戸、床上浸水 14戸

床下浸水 6戸、床上浸水 1戸

床下浸水 1戸

（要望の状況） ※期日は近年のものを記載している。

○木賊川・巣子川の抜本的な早期改修を求める会（平成14年11月21日）

○盛岡市(平成26年8月6日)

○滝沢市(平成26年8月20日)

〇盛岡市（令和元年8月2日）

〇滝沢市（令和元年8月20日）
３ 住民意見の状況とこれに対する対応

諸葛川・木賊川流域懇談会     3回（平成15年11月6日、12月12日、平成16年2月28日）

懇談会における意見交換等を経て、委員より次のような意見書がまとめられている。

 ○早期に治水効果が現れる河川整備をするべき。

 ○流れを阻害している構造物は早期に対策を行うべき。

 ○できる限り自然環境の保全・創出に努めるべき。

 ○生態系を考慮した河川環境整備が望ましい。

 ○河川利用に適した親水空間の創出に努めるべき。

 ○川づくりは、今後も住民意見を取り上げながら検討していくべき。

 ○河川清掃等の活動は、地域住民に周知する方法を検討するべき。

 ○ホームページなどにより情報を提供し、地域との連携に努めるべき。

盛岡西圏域河川整備計画公聴会     1回（平成16年7月28日）

出席した住民より、木賊川については次のような質問・意見があった。

 ○河川整備計画の今後の流れについて

 （質問・意見）

計画案策定の後、地元市村長への意見照会等はいつ頃予定されているか。

 （回答）

 ○木賊川の改修の見通しについて

 （質問・意見）

木賊川の改修は、今の段階でどのような見通しか。

 （回答）

　本計画については、木賊川を含む「盛岡西圏域河川整備計画」の策定に伴い実施した、次の懇談会等の場で説明を
行なっており、それに対して住民より意見をいただいている。

　今年度中に、地元市村長への意見照会を行い、河川整備計画の決定、公表まで行
いたいと考えている。
（現時点では、計画の決定までは年度内に終了し、公表は新年度となる見込み。）

　遊水地、分水路、河道改修により治水安全度の向上を図ることとしているが、分水路
を先行させることで当面の安全は確保されると考えている。

平成14年7月11日

平成17年8月15日

平成22年8月12日

大規模公共事業　再評価調書　（付表）

担当部課名広域河川改修事業

市町村

　木賊川沿いは宅地化が進行しているが、事業区間では近年、平成14年、17年、22年と浸水被害が発生しており、地元
からは事業の推進についての強い要望が出されている。
　一方、財政的には治水事業の予算は縮減されてきている。

地区名一級河川北上川水系木賊
とくさがわ

川

補助・単独

盛岡市、滝沢村路線名等

事業名 県土整備部河川課



 ○諸葛川への分水による、諸葛川の水位上昇の程度について

 （質問・意見）

諸葛川に水を流すようだが、中屋敷町近辺ではどれくらい水位が高くなるのか。

 （回答）

水位上昇は30センチ程度となる。

４ 費用便益分析の詳細（算定方法、算出根拠等）

算出方法　：　別添

算出根拠　：　治水経済調査マニュアル（案）　平成17年4月　国土交通省河川局　（単位：百万円）

①建設費

②維持管理費

③総費用 (C)　①+②

④被害軽減の便益

⑤残存価値

⑥総便益 (B)④+⑤

費用便益比 (B/C)　　⑥／③
①

② 

④

⑤

５ 環境対策の具体的内容

（環境検討委員会からの提言）

諸葛川・木賊川流域懇談会     3回（平成15年11月6日、12月12日、平成16年2月28日）

委員長　　小野泰正（岩手大学名誉教授）他８名

提言内容

 ○生態系、自然環境、既存樹木の保全

 ○自然環境、水湿地性環境、魚類等の生息環境の復元・創造

 ○希少動植物の保護

 ○水質汚濁防止等の対策

６　代替案（見直し案）の検討内容

※評価対象事業の位置図、計画平面図、標準断面図等を添付のこと。

2.7

12,520

　これら懇談会等でいただいた意見には、事業計画に対する反対意見はなかったものと考えている。

残存価値：評価対象期間終了時点における施設等の価値。構造物は価値を10％とし、構造物以外（堤防・用地など）は減価しな
いものとしている。

　「河川改修」案のみでは、約130戸の家屋移転が生じることになり、地域社会へ与える影響が大きく、また、経済性でも劣
るため、現計画を選定している。

区 分

被害軽減の便益：施設整備によって想定される年平均被害軽減額を現在価値化して合計したものである。

維持管理費：毎年定常的に支出される除草等の費用で、完成した施設に要した事業費の0.5％を現在価値化して計上している。

建設費：施設整備に要する費用（河川改修費）を整備期間、評価期間で現在価値化して合計したものである。基準年以前の費用
は、物価変動を考慮した実質価値に換算した後に現在価値化している。

(基準年：昭和61年度)

前回再評価時 事業着手時

197,125

503

258,313

費
用
項
目

便
益
項
目

1,466

38,078

656

37,422

13,986

197,628

12.5

258,705

16.5

(基準年：平成27年度)

15,824 15,721

14,138

1,686

14,032

1,689

15.8

残事業B/C

今回再評価時

(基準年：令和2年度)

5,159

589

5,748

90,759

239

90,998

392
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